（別紙）
　遊休農地に関する措置の適切な実施及び農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予制度の運用の適正化について（平成23年11月7日付け23経営第2099号経営局長通知）一部改正新旧対照表
（下線部は改正部分）
	改　　　正　　　後
	改　　　正　　　前

	第１　遊休農地に関する措置の適切な実施について
１～３ （略）
４　耕作放棄による納税猶予期限の確定の取扱い
耕作放棄による納税猶予期限の確定は、贈与等の時期等により、以下のとおり制度上の扱いが異なることに留意し、特例農地の管理に当たっては、その区分を明確にすること等により納税猶予期限の確定に係る手続に遺漏がないようにすること。
(1)～(2) （略）
(3) 平成17年３月31日以前の贈与等に係る特例農地については、法第35条第２項の協議の成立若しくは法第36条第4項の勧告に係る調停案の受諾により特例農地の所有権の移転等があった場合又は法第37条に規定する特定利用権が設定された場合に、特例農地の譲渡又は貸付けがあったものとして納税猶予期限が確定すること。
当該期限の確定のため、法第34条第１項の勧告に従わない場合等には、これらの措置の実施について積極的に取り組む必要があること。
なお、(2)及び(3)に該当する特例農地のうち、措置法第70条の４の２第１項の適用を受ける受贈者が贈与により取得したもの又は第70条の６の２第１項の適用を受ける農業相続人がその相続若しくは遺贈により取得したものについては、(1)と同様、遊休農地である旨の通知があった場合に納税猶予期限が確定することに留意すること（措置法第70条の４の２第10項、第70条の６の２第３項）。
５ （略）
第２　（略）
	第１　遊休農地に関する措置の適切な実施について
１～３ （略）
４　耕作放棄による納税猶予期限の確定の取扱い
　耕作放棄による納税猶予期限の確定は、贈与等の時期等により、以下のとおり制度上の扱いが異なることに留意し、特例農地の管理に当たっては、その区分を明確にすること等により納税猶予期限の確定に係る手続に遺漏がないようにすること。
(1)～(2) （略）
(3) 平成17年３月31日以前の贈与等に係る特例農地については、法第35条第２項の協議の成立若しくは法第36条第4項の勧告に係る調停案の受諾により特例農地の所有権の移転等があった場合又は法第37条に規定する特定利用権が設定された場合に、特例農地の譲渡又は貸付けがあったものとして納税猶予期限が確定すること。
当該期限の確定のため、法第34条第１項の勧告に従わない場合等には、これらの措置の実施について積極的に取り組む必要があること。
なお、(2)及び(3)に該当する特例農地のうち、措置法第70条の６の２第１項の適用を受ける農業相続人がその相続又は遺贈により取得したものについては、(1)と同様、遊休農地である旨の通知があった場合に納税猶予期限が確定することに留意すること（措置法第70条の６の２第９項）。
５ （略）
第２　（略）


	
	

	
	様式１　適正化管理台帳
１　基本情報
（表　略）
注１：「適用分類」欄については、次により区分し、該当するアルファベットをにチェックします。
Ａ：平成21年12月15日以後に行われた贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地（同日前に行われた贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地のうち、措置法第70条の４の２第１項又は第70条の６の２第１項に規定する特定貸付け（贈与に係る農地にあっては、平成24年４月１日以後に行われた貸付けに限る。以下「特定貸付け」という。）を行い、措置法第70条の４の２又は措置法第70条の６の２に規定する特例の適用を受けた受贈者又は農業相続人（以下B及びCにおいて「特定貸付受贈者等」という。）の所有するものを含む。）
Ｂ：平成17年４月１日から平成21年12月14日までに行われた贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地（特定貸付受贈者等が所有するものを除く。）
Ｃ：平成17年３月31日以前の贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地（特定貸付受贈者等が所有するものを除く。）
２　適正化対象地の状況（総括表）
（表　略）
（注　略）
３　適正化対象地の筆別表
（表　略）
（注　略）
	
	
	様式１　適正化管理台帳
１　基本情報
 （表　略）
注１：「適用分類」欄については、次により区分し、該当するアルファベットをにチェックします。
Ａ：平成21年12月15日以後に行われた贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地（同日前に行われた相続又は遺贈に係る農地のうち、措置法70条の６の２第１項に規定する特定貸付け（以下「特定貸付け」という。）を行った受贈者又は農業相続人の所有するものを含む。）
Ｂ：平成17年４月１日から平成21年12月14日までに行われた贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地（特定貸付けを行った農業相続人の所有するものをを除く。）
Ｃ：平成17年３月31日以前の贈与又は相続若しくは遺贈に係る農地（特定貸付けを行った農業相続人の所有するものを除く。）
２　適正化対象地の状況（総括表）
（表　略）
（注　略）
３　適正化対象地の筆別表
（表　略）
（注　略）
	

	
	
	
	
	
	

	
	

	
	様式２　農業委員会集計用
１　贈与税の納税猶予
	
	
	様式２　農業委員会集計用
１　贈与税の納税猶予
	

	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	 
	
	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	 
	

	
	
	
	遊
休
農
地

	Ａ　H21年12月15日以後に行われた贈与に係るもの及び特定貸付けを行ったことのあるもの
	
	
	
	
	
	
	遊
休
農
地

	Ａ　H21年12月15日以後に行われた贈与に係るもの

	
	
	

	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日からH21年12月14日までの贈与に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日～H21年12月14日までの贈与に係るもの
	
	
	

	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の贈与に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の贈与に係るもの

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	計
	
	
	

	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	
	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	

	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	
	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	

	
	
	
	総数（実数）（注１）
	
	
	
	
	
	
	総数（実数）（注１）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（注　略）
２　相続税の納税猶予
	
	
	（注　略）                                                        
２　相続税の納税猶予
	

	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	 （
	
	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	 （
	

	
	
	
	遊
休
農
地
計
	Ａ　H21年12月15日以後に行われた相続等に係るもの及び特定貸付けを行ったことのあるもの
	
	
	
	
	
	
	遊
休
農
地
計
	Ａ　H21年12月15日以後に行われた相続等に係るもの及び特定貸付けを行ったことのあるもの
	
	
	

	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日からH21年12月14日までの相続等に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日～H21年12月14日までの相続等に係るもの（アに該当するものを除く）

	
	
	

	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の相続等に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の相続等に係るもの（アに該当するものを除く）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	
	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	

	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	
	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	

	
	
	
	総数（実数）（注１）
	
	
	
	
	
	
	総数（実数）（注１）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	注　略）
	
	
	注　略）                                                        
	

	
	
	
	
	
	

	
	

	
	

	
	様式３　都道府県集計用
１　贈与税の納税猶予
	
	
	様式３　都道府県集計用
１　贈与税の納税猶予
	

	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	
	
	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	
	

	
	
	○○農業委員会

	遊
休
農
地
計
	Ａ　H21年12月15日以後に行われた贈与に係るもの及び特定貸付けを行ったことのあるもの
	
	
	
	
	
	○○農業委員会

	遊
休
農
地
計
	Ａ　H21年12月15日以後に行われた贈与に係るもの

	
	
	

	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日からH21年12月14日までの贈与に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日～H21年12月14日までの贈与に係るもの
	
	
	

	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の贈与に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の贈与に係るもの

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	
	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	

	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	
	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	

	
	
	
	総数（実数）（注１）
	
	
	
	
	
	
	総数（実数）（注１）
	
	
	

	
	
	△△農業委員会
	（同　上）

	
	
	
	
	
	△△農業委員会
	（同　上）

	
	
	

	
	
	××農業委員会
	（同　上）

	
	
	
	
	
	××農業委員会
	（同　上）

	
	
	

	
	
	○○県合計
	（同　上）
	
	
	
	
	
	○○県合計
	（同　上）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	２　相続税の納税猶予
	
	
	２　相続税の納税猶予
	

	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	
	
	
	
	農業委員会
（又は市町村）の名称
	区　　分

	
	
	

	
	
	
	遊
休
農
地
計

	Ａ　H21年12月15日以後に行われた相続等に係るもの及び特定貸付けを行ったことのあるもの
	
	
	
	
	
	
	遊
休
農
地
計

	Ａ　H21年12月15日以後に行われた相続等に係るもの及び特定貸付けを行ったことのあるもの
	
	
	

	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日からH21年12月14日までの相続等に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｂ　H17年４月１日～H21年12月14日までの相続等に係るもの（アに該当するものを除く）

	
	
	

	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の相続等に係るもの（Ａに該当するものを除く）
	
	
	
	
	
	
	
	Ｃ　H17年３月31日以前の相続等に係るもの（アに該当するものを除く）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	
	
	
	
	農地以外

	非農地　　　
	
	
	

	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	
	
	
	
	
	転用　　　
	
	
	

	
	
	
	総数（実数）
	
	
	
	
	
	
	総数（実数）
	
	
	

	
	
	△△農業委員会
	（同　上）

	
	
	
	
	
	△△農業委員会
	（同　上）

	
	
	

	
	
	××農業委員会
	（同　上）

	
	
	
	
	
	××農業委員会
	（同　上）

	
	
	

	
	
	○○県合計
	（同　上）
	
	
	
	
	
	○○県合計
	（同　上）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	


附　則
この通知は、平成24年４月１日から適用する。ただし、様式２及び様式３に係る改正については、平成24年６月末日における状況の報告から適用する。
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